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℡ 67-0147 
Fax 67-1660 
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甲南町森尻 16 
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小松 正人 
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福
島
原
発
の
放
射
能
漏
れ

事
故
は
、
い
ま
だ
に
危
機
収

束
の
目
途
が
た
た
ず
、
原
発

の
危
険
性
を
事
実
で
も
っ
て

明
ら
か
に
し
ま
し
た
。 

 

日
本
共
産
党
は
、
日
本
で

５４
基
あ
る
原
発
の
う
ち
１４

基
が
集
中
す
る
福
井
原
発
の

視
察
研
修
を
ふ
ま
え
、
福
井

原
発
事
故
を
想
定
し
た
「
地

域
防
災
計
画
」
の
抜
本
的
な

見
直
し
が
必
要
と
迫
り
ま
し

た
。
山
岡
議
員
は
、
今
日
の

深
刻
な
事
態
は
、
原
発
技
術

が
未
完
成
、
使
用
済
み
核
燃

料
の
処
理
方
法
が
確
立
し
て

い
な
い
、
世
界
有
数
の
地
震

と
津
波
国
に
、
安
全
対
策
を

な
お
ざ
り
に
し
て
新
増
設
を

推
進
し
て
き
た
歴
代
政
府
と

電
力
会
社
の
責
任
は
重
大
と

指
摘
。
市
長
も
こ
れ
を
認
め

福
井
原
発
事
故
を
想
定
し
た

「
防
災
計
画
」
の
見
直
し
や

備
品
の
確
保
、
関
西
電
力
に

も
申
し
入
れ
た
こ
と
を
明
ら

か
に
し
ま
し
た
。 

主な議案・意見書案 提案 賛成討論 反対討論 日本共産党 清風クラブ 甲政クラブ 正政会 公明党

国保税引き下げの条例改正案 ○ ○ ○ ○ ○

水道料金引き上げの条例改正案 的場計則 山岡光広 ● ○ ○ ○ ○

原発総点検と安全対策、原発から自然エネルギーへの転換求める意見書 山岡光広 ○ ○ ○ ○ ○

消費税増税はやめるよう求める意見書 安井直明 小西喜代次 村山庄衛 ○ ● ● ● ●

公立学校施設における防災機能の整備と推進を求める意見書 加藤和孝 ○ ○ ○ ○ ○

憲法改定をめざす参議院憲法審査会始動に反対する意見書 小西喜代次 小松正人 中島　茂 ○ ● ● ● ●

公立貴生川幼稚園・保育園の一方的な閉園計画に関して地元への納得のいく説
明及び情報公開を求める請願

貴生川地区区長
会

小松正人
石川善太郎

岩田孝之
服部治男 ○ ● ●○ ○ ●

甲賀市立貴生川幼稚園・貴生川保育園の存続を求める請願
貴生川幼稚園・保
育園を守る会

小松正人
今村和夫

加藤和孝
服部治男 ○ ● ●○ ○ ●

なし

なし

なし

市長提案

 

６
月
定
例
議
会
で
、
日
本
共
産
党
が
提
案
し

た
「
原
発
総
点
検
と
安
全
対
策
、
自
然
エ
ネ
ル

ギ
ー
へ
の
転
換
を
求
め
る
意
見
書
」
が
全
会
一

致
で
採
択
さ
れ
ま
し
た
。
主
な
議
案
・
意
見
書
・

請
願
に
対
す
る
各
会
派
の
態
度
は
次
の
通
り
。

○
は
賛
成
、
●
は
反
対 

≪注≫上記表中、２つの請願に対する態度で、甲政クラブの●○は、辻重治議員のみが反対。 
≪訂正とお詫び≫３月議会報告（第 89 号）の議案に対する態度で、一般会計予算案に正政会は○となっていましたが、石川善太郎議員のみ反

対でした。また予算の記事中「削減・後退した主なもの」の中に「障害者福祉サービス利用者負担金助成４７６万円全額カット」と記載して

いますが、これは前年当初対比。甲賀市が負担していた分は、国の制度改正によって、国の補助に振替となったものです。しかし、日本共産

党は原則１割負担の自立支援法が存在する限り、市としてすべての障害者の負担軽減を図るべきとの立場から記載したものです。 

 高すぎる国保税が昨年に引き続き、ちょっとだけ引

き下げられます。昨年度は資産割がなくなり少し軽減

された人もおられましたが、今年度は、国保税算定の

医療費分で均等割 26,000 円が 25,000 円に、平等割も

21,000 円が 20,000 円に、所得割率が 7.10％から 7.0％
 に引き下げられたため、すべての国保加入者の保険 

税が引き下げられることになりました。また 
国保の一部負担金も入院は免除、外来は 

  徴収猶予（いずれも条件あり）の制 
度も実施されることに。 

第
５３
回
を
迎
え
る
国

民
平
和
行
進
。
今
年
も

１８
日
元
気
に
行
進
し
ま

し
た
（
写
真
）。 

日本共産党として、福井県美浜原発を視察（５月１２日） 

 議会への請願や質問で粘り強く要求し、３月議会では

安井議員が一般質問、請願も採択されたことを受けて、

「住宅リフォーム助成制度」が実現しました。市民が市

内業者にお願いして住宅をリフォームする場合、10 万円

以上の工事費に対して２割を補助する制度。上限は 20 万

円。全体の予算は 5,000 万円。「経済活性化の起爆剤に」

 と各地で実施されています。甲賀市の場合単純に計 
  算しても 2 億 5 千万円の経済効果があり、不況 
   のなか、仕事探しに苦労しておられる地元 

業者からも喜ばれています。 

6 月定例市議会は、7 日から 27 日まで開かれました。


